(様式１) 

平成　　年　　月　　日

水上公園整備・管理運営事業者募集
質　問　書
福岡市長　あて
　水上公園整備・管理運営事業者募集の ｢募集要項｣に記載されている内容について，質問書を提出します。

	質問者名
	所在地
	

	
	事業者名
	

	
	代表者名
	

	
	担当者部署
	

	
	担当者名
	

	
	電話・ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	


	№
	ページ
	項目名
	質　問

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


(様式２)

平成　年　月　日

	名称、所在地、代表者、担当部署

	申込代表者
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者
	印
	担当

部署
	

	構　成　員
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者
	印
	担当

部署
	

	
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者
	印
	担当

部署
	


水上公園整備・管理運営事業者募集
応募登録申込書
　福岡市長　あて

　水上公園整備・管理運営事業者募集への応募登録を行いたいので、募集要項に記載されている内容を承知の上、必要書類を添えて申し込みます。

１　申込者 

　・所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・代 表 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
担当部署　　　　　　　　　　　　　　　
担 当 者　　　　　　　　　　　　　　　
　連絡先：電　話　　　　　　　　　　　

　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　

E-mail　  　　　　　　　　　　

　＊申込代表者を定めてください。
２　構成員
　　
(様式３)

誓　　約　　書

　当方は、福岡市(以下、「貴市」という。)が実施する「水上公園整備・管理運営事業者募集」に係る提案募集の申込み・参加にあたり、次のとおり誓約いたします。

１．当方は、応募書類等の提出に際し、“水上公園整備・管理運営事業者募集要項”、“水上公園整備・管理運営事業協定書（案）” 及び “質疑回答”（以下、合わせて「募集要項等」という。）について十分理解し、了解の上で申し込み・参加します。

２．水上公園の整備・管理運営（以下、「本事業」という。）については、募集要項等に基づき、当方の負担と責任において実施します。

３．本事業において、審査を経て、当方が募集要項等でいう事業者候補者として選定されたときは、募集要項等に定めるスケジュールに従い、“水上公園整備・管理運営事業協定書”を基に、貴市と協議の上、貴市と協定を締結します。

平成　　年　　月　　日

福岡市長　あて





事業参加申込者

（代表者）所 在 地

名    称

 事業者名

  代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

（構成員）　所 在 地

名    称

 事業者名

 代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

（構成員）　所 在 地

名    称

 事業者名

 代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

(様式４)

水上公園整備・管理運営事業コンソーシアム協定書【標準様式】
　○○株式会社（以下｢甲｣という。）、△△株式会社（以下｢乙｣という。）及び××株式会社（以下｢丙｣という。）は、複数の法人及びその他の団体等によるコンソーシアム（以下、「コンソーシアム」という。）を構成し、水上公園整備・管理運営事業者募集（以下、「募集」という。）で提案した事業提案に基づき、水上公園における整備・管理運営事業（以下「本事業」という。）を共同して推進するとともに、その円滑な実施を図るため、以下のとおりコンソーシアムにかかる協定（以下、「本コンソーシアム協定」という。）を締結する。

（目的）

第１条　本コンソーシアム協定は、甲、乙及び丙が構成したコンソーシアムにおいて、それぞれの責任や分担等、本事業を共同連帯して遂行するために必要となる事項を定めることを目的とする。

（名称）
第２条　甲、乙及び丙が構成するコンソーシアムは、○○○○（以下｢当コンソーシアム｣という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当コンソーシアムは、事務所を（例：福岡市○○区○○丁目○番○号○○株式会社内）に置く。

（存続期間）
第４条　当コンソーシアムは、平成　　年　　月　　日に成立し、「水上公園整備・管理運営事業協定書」（以下、「協定書」という。）の定める協定期間まで存続するものとする。

（構成員の所在地及び名称）
第５条　当コンソーシアムの構成員は、次のとおりとする。
　　　　　　例　甲：福岡市○○区○○町○○○丁目○番○号　　　　○○株式会社
　　　　　　　　乙：△△市△△区△△町△△△丁目△番△号　　　　△△株式会社
　　　　　　　　丙：東京都××区××町×××丁目×番×号　　　　××株式会社　

（運営委員会）

第６条　当コンソーシアムは、その意思決定機関として、運営委員会を設けるものとする。

２　運営委員会は、各構成員から選出する委員で組織する。

３　運営委員会は、別に定める運営委員会規約により運営するものとする。

（代表者）
第７条　当コンソーシアムは、甲を代表者とする。

（代表者の権限と責任）
第８条　代表者は、運営委員会の決定に基づき、当コンソーシアムを代表して福岡市及び監督官庁等と本事業に必要な協議並びに諸手続き等を行う権限を有するものとする。

２　代表者は、前項の規定に基づき行った協議並びに諸手続き等を構成員に対し、すみやかに通知しなければならない。

（構成員）
第９条　構成員は、甲並びに乙、丙とする。

（構成員の責任）
第１０条　構成員は協定書の締結、本事業の実施において必要となる協議及び諸手続き等について、代表者に協力しなければならない。

　　２　構成員は、第８条第２項で代表者が通知した事項について、すみやかに対応しなければならない。

　　３　構成員は第４条で定めた存続期間中、各々連帯して責任を負うものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第１１条　構成員は本コンソーシアム協定に基づく権利義務を構成員間で譲渡することはできない。ただし、第１５条、第１６条に定める場合において、すべての構成員並びに福岡市が承諾した場合はこの限りではない。
（構成員の分担事業）

第１２条　構成員は各々分担して本事業を実施する。

　　２　構成員が分担する業務は，以下のとおりとする。
　　　　　①設計等業務

　　　　　　　（構成企業名）

　　　　　②工事業務

　　　　　　　（構成企業名）
　　　　　③維持管理・運営業務

　　　　　　　（構成企業名）　
（共通費用の分担）
第１３条　構成員は協定の締結、本事業の実施において発生するすべての共通の費用等について、必要に応じ、運営委員会において構成員の分担額を決定するものとする。
（構成員間の責任の分担）
第１４条　各分担事業において、構成員が単独で福岡市及びその他の構成員、これ以外の第三者に損害等を与えた場合は、当該構成員がその責任を負い、損害等にかかる負担を負うものとする。
２　各分担事業において、複数の構成員が福岡市及びその他の構成員、これ以外の第三者に損害等を与えた場合は、当該する構成員がその責任を負い、損害等にかかる負担割合等について当該構成員間で協議するものとする。
３　前項に規定する損害等にかかる負担割合等について協議が整わないときは、運営委員会に諮り、その決定に従うものとする。
４　前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条第３項に規定する連帯責任を免れるものではない。

（構成員の脱退に対する措置）
第１５条　構成員は、第４条で定めた存続期間中、脱退することはできない。ただし、構成員が福岡市及び他のすべての構成員の承諾を受けた場合は、この限りではない。
２　前項の規定により脱退した構成員がある場合、他の構成員が本事業を共同連帯して実施するものとする。
３　前項の場合における構成員間の責任の分担については、前条の規定を準用する。
（構成員の破産又は解散等に対する措置）
第１６条　構成員のいずれかが存続期間中に、破産又は解散する等により、分担事業を遂行することが困難となった場合、前条第２項及び第３項の規定を準用するものとする。
（構成員の追加）
第１７条　第４条で定めた存続期間中、福岡市及びその他のすべての構成員の承諾を受けた場合は、新たに構成員を追加することができる。
２　前項の規定により新たに追加した構成員は、本コンソーシアム協定並びに協定書を遵守しなければならない。
（コンソーシアム協定の変更）

第１８条　本コンソーシアム協定を変更する必要がある場合は、福岡市及びその他のすべての構成員の承諾を受け、内容を変更することができる。

（疑義等の決定）

第１９条　本コンソーシアム協定に定めのない事項又は本コンソーシアム協定に関して疑義が生じたときは、運営委員会に諮り、福岡市の承諾を得て、定めるものとする。

本協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、各１通を保有する。

平成   年   月    日
　
甲
（所在地）


（名　称）

（代表者）





印
乙
（所在地）

（名　称）


（代表者）





印
丙
（所在地）

（名　称）

（代表者）





印

別紙

(様式５)
事 業 者 別 状 況 調 書

（水上公園整備・管理運営事業者募集）

	所在地
	〒

                             TEL                  (代)

	
	

	名　称
	

	
	

	代表者
	

	
	

	担当事業所名
	

	
	

	担当部署

担当者
	

	
	

	所在地
（担当事業所）
	〒



	電話番号

ＦＡＸ
	

	資本金
	                                             百万円



	設立年月
	    ( 明治  大正  昭和  平成 )         年        月



	
	

	
	

	上場状況


	　１．一部上場　　　２．二部上場(         年      月)　　　３．非上場

	
	

	
	

	主要取引金融機関

及び借入残高
	

	
	

	その他
	


※この調書はコンソーシアム構成員ごとに作成してください。

（様式６）

建設業許可等の状況

【建設企業】
	項目
	内訳

	建設業法の規定による特定建設業の許可状況
	業種
	許可年月日
	許可番号

	
	
	平成　年　月
	特　　号

	建設業法の規定による経営事項審査の状況
	業種
	審査基準日
	総合評定値

	
	
	平成　年　月
	　　　　　　　点


【民設民営の休養施設等の建築工事企業】
	項目
	内訳

	建設業法の規定による特定建設業の許可状況
	業種
	許可年月日
	許可番号

	
	
	平成　年　月
	特　　号

	建設業法の規定による経営事項審査の状況
	業種
	審査基準日
	総合評定値

	
	
	平成　年　月
	　　　　　　　点


＊　特定建設業の許可の通知書の写し（有効期間が本契約締結予定日（平成27年9月以降）まであるもの）を添付してください。なお，許可更新手続中である場合は，許可担当部局の受付印のある申請書の写しを添付してください。

＊　総合評定値通知書又は経営事項審査結果通知書の写し（有効期間が本契約締結予定日（平成27年9月以降）まであるもの）を添付してください。なお，総合評定値通知に係る請求手続中等である場合は，許可担当部局の受付印のある請求書等の写しを添付してください。

(様式７) 

　事業者の経理状況調書（水上公園整備・管理運営事業者募集）　　　






事業者・構成員名［　　　　　　　　　　　　　　　　］
	項                   目
	単  位
	平 成 23 年 度
	平 成 24 年 度
	平 成 25年 度
	３ か 年 平 均

	売上高
	①
	百万円
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	②
	百万円
	
	
	
	

	税引前当期純利益
	
	百万円
	
	
	
	

	税引後当期純利益
	
	
	
	
	
	

	資産（総資本）
	③
	百万円
	
	
	
	

	
	流動資産
	④
	百万円
	
	
	
	

	
	固定資産
	⑤
	百万円
	
	
	
	

	負債
	
	百万円
	
	
	
	

	
	流動負債
	⑥
	百万円
	
	
	
	

	
	固定負債
	
	百万円
	
	
	
	

	純資産（自己資本）
	⑦
	百万円
	
	
	
	

	
	資本金
	
	百万円
	
	
	
	

	
	その他
	
	百万円
	
	
	
	

	自己資本構成比率
	⑦／③×100
	％
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝

	固定比率
	⑤／⑦×100
	％
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝

	流動比率
	④／⑥×100
	％
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝

	売上高経常利益率
	②／①×100
	％
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝

	総資本経常利益率
	②／③×100
	％
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝
	――――×100＝

	総資本回転率
	①／③
	回
	―――――― ＝
	―――――― ＝
	―――――― ＝
	―――――― ＝


注1：直近３事業年度分について記入してください。自己資本構成比率等の３事業年度平均については、直近３事業年度の数値の合計を用いて算出してください。

注2：売上高等の金額については百万円未満を四捨五入した数値で、自己資本構成比率等の割合については小数第一位未満を四捨五入して記入してください。

注3：コンソーシアムの構成員ごとに作成してください。

注4：百万円単位で記入してください

（様式８)　民設民営の休養施設等の設置管理にかかる関連経費内訳表（水上公園整備・管理運営事業者募集）　
(１)施設整備費（参考見積）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者・構成員名［　　　　　　　　　　　　　　　　］
	項　目
	費用（単位：千円）
	算定根拠
	備考

	
	施設整備に必要な調査、協議及び申請手続き等
	各種調査、手続き等に要する費用
	
	
	

	
	設計
	設計に要する費用


	
	
	

	
	工事監理
	工事監理に要する費用


	
	
	

	
	工事
	建築工事に要する費用


	
	
	

	
	
	土木工事に要する費用


	
	
	

	
	
	電気設備工事に要する費用


	
	
	

	
	
	機械設備工事に要する費用


	
	
	

	
	
	植栽工事に要する費用


	
	
	

	
	
	その他附帯施設等に要する費用


	
	
	

	
	什器備品の調達・設置
	什器備品等の調達・設置に要する費用

（厨房設備、調理器具等を含む）
	
	
	

	
	原状回復にかかる費用


	設計・工事・監理などに要する費用
	
	
	

	
	その他


	※想定される項目を記入
	
	
	

	施設整備費　合計
	
	
	


(２)維持管理費【単年度経費】（参考見積）

	項　目
	費　用（単位：千円）
	算定根拠
	備考

	
	点検・保守業務に要する費用


	
	
	

	
	清掃業務に要する費用（処分費含む）


	
	
	

	
	経常修繕業務に要する経費


	
	
	

	
	植栽管理業務に要する経費（処分費含む）


	
	
	

	
	公園使用料
	
	
	

	
	その他

※想定される項目を記入
	
	
	

	維持管理費　合計
	
	
	


(様式９)　本事業の損益計算書及び資金収支計画書（水上公園整備・管理運営事業者募集）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

(１)損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者・構成員名［　　　　　　　　　　　　　　　　］
	項　目
	Ｈ28年度
	Ｈ29年度
	Ｈ30年度
	・・・
	・・・
	平成37年度
	合計
	備考

	
	金額
	算定根拠
	金額
	算定根拠
	金額
	算定根拠
	金額
	算定根拠
	金額
	算定根拠
	金額
	算定根拠
	
	

	　


	店舗売上
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	賃貸料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	･･･
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	･･･
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	･･･
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(1)営業収益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水道光熱費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	原価償却費（施設、物品など）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	維持管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	土地の使用料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	･･･
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	･･･
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(2)営業費用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(3)営業損益（(1)－(2)）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	③営業外収益　小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	④営業外費用　小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(4)営業外損益　合計（③－④）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(5)税引前当年度損益（(3)＋(4)）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(6)法人税、住民税及び事業税
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(7)当年度損益（(5)－(6)）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(8)前年度繰越利益剰余金（前年度の(9)）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(9)当年度繰越利益剰余金（(7)＋(8)）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



(２)資金収支計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者・構成員名［　　　　　　　　　　　　　　　　］
	
	Ｈ28年度
	Ｈ29年度
	Ｈ30年度
	Ｈ31年度
	Ｈ32年度
	Ｈ33年度
	Ｈ34年度
	Ｈ35年度
	Ｈ36年度
	Ｈ37年度
	合計

	
	
	売上収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	家賃収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	営業関連収入　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	仕入代金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	土地使用料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	設備維持管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	法人税等納付
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	営業関連支出　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(1)営業収支　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	固定資産売却収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　 投資関連収入　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	建物付属設備取得支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	機械・什器備品取得支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	投資関連支出　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(2)投資収支　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	銀行借入金１借入収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	社債・増資収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	財務関連収入　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	銀行借入金１返済支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金１支払利息
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	リース債務返済支出
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　 財務関連支出　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(3)財務収支　合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(4)当年度資金収支差額（(1)＋(2)＋(3)）=((6)-(5))
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(5)前年度資金収支残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	(6)当年度資金収支残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



(様式10)

平成　　年　　月　　日

水上公園整備・管理運営事業者募集
参加辞退届
　福岡市長　あて

　水上公園整備・管理運営事業者募集への参加を辞退します。

１　申込者 

　・所 在 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・代 表 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当部署　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担 当 者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　連絡先：電　話　  　　　　　　　　　
　　　　　ＦＡＸ　  　　　　　　　　　

　　　　　E-mail　  　　　　　　　　　
質問事項の受付用





※欄が不足する場合は適宜追加してください。





※提出資料はＡ３版


にしてください。





提出資料はＡ３版としてください。





注１：必要に応じて欄、項目を追加・削除してください。


注２：千円単位で記入してください。


注３：本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記入してください。





提出資料はＡ３版としてください。





注１：必要に応じて欄、項目を追加・削除してください。


注２：千円単位で記入してください。


注３：本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記入してください。





提出資料はＡ３版としてください。





注１：必要に応じて欄、項目を追加・削除してください。


注２：千円単位で記入してください。


注３：本様式を参考に書類を作成し、提案内容に応じた内容を記入してください。









